
年4月1日

1

（1)部門別職員数の状況と主な増減理由

（H29年４月１日現在）

（注）　職員数は一般職に属する職員数である

(2)職員の退職状況 28 ～ 29 年3月31日）

（注）特別職及び割愛による退職者を除く

(3)職員採用候補者試験の実施状況 28 29 年3月31日）

職員の任免及び職員数に関する状況
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看護師
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事　務　職

計
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（ 平成
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年4月1日～平成

11人
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中能登町の人事行政の運営の状況について

採用者数
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２　職員の給与の状況

 (1) 人件費の状況

（2）職員給与費の状況

（注）　１ 給与費は、当初予算に計上された額です

（注）　２ 職員手当には、退職手当を含みません

（3）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況

歳 円 円 歳 円

歳 円 円 歳 円

（注）１　「平均給料月額」とは、H28年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である
      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と諸手当の額を合計したものである

（4) 職員の初任給の状況（H29年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円

円 円

（5) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（H29年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

※１　当該階層別職員が３人以下の欄については、近似データとなっている
※２　近似のデータがない場合は空白となっている

給　　　　料

平均給与月額 平均年齢

1,487,345

321,100

給　　　　　　　　与　　　　　　　　費

42.5 294,900円

平均給料月額

B／A

平均給与月額

4,953

229,300

中能登町

291,300

平成28年4月1日現在

319,000

224,100

平均給料月額

42.0

‐

技能労務職

一般行政職

職　員　数

（平成28年度普通会計決算見込み)

（平成29年度普通会計予算）

　　　　　千円

48,393

職 員 手 当A

　　　　　千円

計　　　　B

　　　　　　Ｂ

人 件 費

　　　　　　％

29年度
人　 千円

期末勤勉手当

実 質 収 支 人 件 費 率

13.014.3

224

225,000円

1人あたり給与費区 分

10,403,078

82,937

　　　　　　　千円

741,010

千円

285,470 1,109,417

(平成28年度末）

平均年齢

Ｂ／Ａ

49.6

平成29年4月1日現在

　　　　　千円

（参考）

27年度の人件費率

　　　　　　　千円

18,475

人　

区分

228,000 50.6

127,900

143,500

146,100

143,500

178,200

技能労務職

‐

高　校　卒

237,700

区 分 歳 出 額

　　　　　　Ａ

住民基本台帳人口

　　　　　千円
28年度

区　　　　分

技能労務職

経験年数１０年

中　学　卒

高　校　卒

区　　　　　分

296,075281,840

‐‐

一般行政職

146,100

251,275

高　校　卒

大　学　卒

大　学　卒

　　　　　　　　　　　％

国

-

石　川　県

127,900

178,200

‐

高　校　卒

178,200

146,100

-

一般行政職

経験年数２０年経験年数１５年
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（6) ラスパイレス指数の状況（H29年４月１日現在）

（注１）　ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を100とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数。
（注２）　平成24・25年の（）の数値は、国家公務員の時限的な給与改定特例法による措置がないとした場合の参考値。

（7) 一般行政職の級別職員数の状況（H29年４月１日現在）

人 ％

人 ％

人 ％

人 ％

人 ％

人 ％

人 ％

（8) 職員手当の状況
ア　期末・勤勉手当

1人当たりの平均支給額 1人当たりの平均支給額

28 年度支給割合） 28 年度支給割合）

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階による加算措置　有 職制上の段階、職務の級等による加算措置　有

イ　退職手当

月分 月分

月分 月分

月分 月分

月分 月分

（その他の加算措置） （その他の加算措置）

・ 定年前早期退職特例措置（2％～20％加算） ・ 定年前早期退職特例措置（2％～45％加算）

・ 退職時特別昇給 なし ・ 退職時特別昇給 なし

職務の級等による加算措置　有 職制上の段階、職務の級等による加算措置　有

千円

千円

※ 個人情報の観点から、職員が１～2名の場合はデータをすべて「※（アスタリスク）」とする

平成28年

89.3

平成26年

11

2

16

49.6

84.8

国中　能　登　町

25.55625　月分

１２月期

平成20年

６ 月 期

区　　分

区　　分

千円

34.5825　月分

平成22年

区　　分

82.3

1,333

(平成28年度)

　　　主査

勤続20年

1.70 月分2.600 月分計

最高限度49.59　月分

36.105

自己都合 勧奨・定年 支給率

（H29年４月１日現在）

0.9 月分

93.0
（85.9）

42.4125　月分

1.70 月分

月分25.55625

36.105勤続35年

34.5825

月分49.59

自己都合

月分

42.4125

国

49.59

勤続25年 29.145

1.375 月分

中　能　登　町

３　　級

1.225 月分

14

83.2

（平成 （平成

　　　参事

　　　課長

２　　級 　　　主事

0.8 月分

1

職員数

　　　課長補佐

　　　参事

標準的な職務内容

勤勉手当

平成25年

期末手当

92.5
（85.5）

構成比

平成24年

82.2

平成21年 平成23年

５　　級

8.5

平成27年

87.2

６　　級

　　　主事

0.8

86.6

７　　級

16.3

64

21

1.6

10.9

12.4

期末手当勤勉手当

0.8 月分

19,897

20.445

支給率

平成28年度

最高限度

４　　級

１　　級

一人当たり
平均支給額

勤続35年

勧奨・定年

千円－

月分

1.225 月分

20.445

６ 月 期

１２月期

2.600 月分

1.375 月分

計

勤続20年

勤続25年

0.9 月分

29.145

自己都合

49.59

5,367

勧奨・定年
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ウ　時間外勤務手当

エ　その他の手当

円 千円 円

円

円

円

千円 円

円

円

千円 円

円 千円 円

円

円 千円 円

（9) 特別職の報酬等の状況（H29年4月1日現在）

28

円

円

円

円

円

円

1.4月分 3.25月分 40/100

期末手当

560,000

790,000

報

酬
15/100副 議 長

副 町 長 620,000

支 給 額

(上限60km以上31,600
円)

70,140

276,000

255,000

同じ

職員が配偶者を有しない場合の
扶養親族のうち１人

給

料

区　　　分

町 長

1.85月分

給料月額等

職員1人あたり支給年額

支給総額

扶養手当

支給総額

職員1人あたり支給年額

平成27年度

平成28年度

議 員

との異同

（平成28年度決算）

国の制度

199,930

加算割合１２月期 計

3,507

運賃等相当額

千円

千円

支給実績

千円100,593

千円

4,200

年度支給割合）

11,000

片道2km以上の
自動車等利用者

借家
借間

管理職手当
26,000

38,000

宿日直手当

 5kmまで2,000円から
使用距離に応じ支給

21,486

手　当　名

27,000

280,154

14,195配偶者

家賃(Ａ)

55,000円以上

23,000円超え
55,000円未満

配偶者以外の扶養親族　　　１人

内容及び支給単価 平均支給年額

99,014

支給職員１人当たり

（平成28年度決算）

5,000

住居手当

６月期

10,548

（平成

(Ａ)-12,000

6,500

3,642

21,728

片道2km以上の
交通機関利用者

教 育 長

同じ

13,000

23,000円以下

議 長

1.4月分

満16歳の年度初めから満22歳の
年度末までの子(１人あたり加算額)

通勤手当

勤務一回につき

職務の級及び区分に応じた定額

((Ａ)-23,000円)1/2
+11,000円

(上限55,000円)

7,445

320,000

同じ

同じ

354,524

55,810

3.25月分1.85月分

～
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３　職員の勤務時間のその他の勤務条件の状況

 (1) 勤務時間の状況（標準的なもの）

（注） 保育園・図書館など、職務の性質により上記の勤務時間によることの出来ない勤務箇所の勤務時間は
　 別に定めている

 (2) 休暇制度の概要 職員の休暇は、年次有給休暇・病気休暇・特別休暇・介護休暇

① 年次有給休暇　 １月１日現在に在職する職員については、１年（暦年）につき20日

② 病気休暇

最小限度必要と認める期間

③ 特別休暇 主な特別休暇は下表のとおり 29 年4月1日現在）

④ 介護休暇 介護を必要とする一の連続する状態ごとに、連続する6月の期間内で必要と認められる期間

休暇の種類

開始時間

午前8時30分

休憩時間

正午～午後１時

一日の勤務時間

（平成

選挙権その他公民としての権利の行使する場合、必要と認める期間

制度の概要

妻が出産する場合、2日以内

官公署出頭休暇

婚姻の日の5日前の日から当該婚姻の日後1月を経過する日までの、連続する5日以内

7時間45分

職員自身が負傷又は疾病で療養の必要があり、勤務しないことが止むを得ないと認められる場合、

1年において5日の範囲内

裁判員、証人等としての官公署への出頭する場合、必要と認める期間

一週間の勤務時間

その都度必要と認める期間生理休暇

生後1年に達しない子を育てる職員が授乳等を行う場合、1日2回それぞれ30分以内の時間

6週間（多胎妊娠は14週間）以内に出産する予定である場合、出産の日までに申し出た期間
出産した場合、出産の日の翌日から8週間を経過するまでの期間

風水震、火災そのほかの非常災害により住居滅失、損壊した場合　7日の範囲内

38時間45分

産前産後休暇

授乳等を行う

要介護者の介護等の世話を行う場合、1年につき5日以内　（2人以上の場合、10日）

骨髄提供休暇

ボランティア休暇

婚姻休暇

妻の産前8週間、産後8週間の期間に出産に係る子又は小学校就学前の子を養育する男性
職員がこれらの子を養育する場合、1年につき5日以内

結核性疾患は１年以内、その他の傷病の場合は90日を超えない範囲内で、医師等の証明に基づき

土曜日・日曜日午後5時15分

勤務を要しない日終了時間

7月から9月までの期間内で3日

妻の出産

男性職員の育児

職員の責めによらない交通機関の事故等の不可抗力により、他の方法により出勤する事が
著しく困難な場合　その都度必要と認める期間

父母の追悼の行事のため特別な行事を行う場合　当日１日
（但し、遠方地の場合は実際に要した往復日数を加算することができる）

ドナーとして骨髄液の提供をする場合、必要と認める期間

子の看護休暇

短期介護休暇

公民権行使休暇

夏季休暇

忌引き

父母の祭日休暇

交通機関の
事故等による休暇

職員の親族が死亡した場合　親族に応じた日数

住居滅失・損壊休
暇

小学校就学前の子を養育する職員が、看護や予防接種、健診などを受けさせる場合、1年に
つき5日以内（小学校就学前の子が2人以上の場合は、10日）
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４．中能登町職員の分限及び懲戒処分の状況

（1）　分限処分の状況

分限処分の状況 28 29 年3月31日）

※　人数は、当該年度に新たに処分を受けた人数

（2）　懲戒処分の状況

懲戒処分の状況 28 29 年3月31日）

年4月1日～平成

6人

0人

0人0人

として、その意に反して、職員を降任し又は免職することができることになっています。

心身の故障の場合

免職

0人

0人

合　　　計

適格性を欠く場合又は職制等の改廃等により過員等を生じた場合のいずれかに職員が該当するときは、分限処分

0人

0人

0人

0人

0人

6人

（ 平成

合　　　計

6人

0人

0人廃職又は過員を生じた場合

刑事事件に関し起訴された場合

全体の奉仕者たるにふさわしくない非行があった場合には、懲戒処分として戒告、減給、停職又は免職の処分を

0人0人

6人

地方公務員法では、職員が、法令に違反した場合、職務上の義務に違反し又は職務を怠った場合若しくは

合計

0人

0人

0人

降　　任

0人

法令等に違反した場合

職務上の義務に違反し、又は職務を怠った場合

0人0人

0人

休　　職

0人

0人

0人

することができることになっています。

年4月1日～平成

0人

　　事　　　　　　由　　

0人

するときも、分限処分として、その意に反して、職員を休職することができます。

（ 平成

勤務実績が良くない場合

合　　計

0人

減給

0人0人

0人

停職

0人

事　由　　　　　　　　　　　　　　種　類

全体の奉仕者たるにふさわしくない非行のあった場合

0人

0人

※　人数は、当該年度に新たに処分を受けた人数

戒告

0人0人

免　　職

0人0人

0人

職に必要な適格性を書く場合 0人

0人

　また、心身の故障のため長期休養をする場合、又は刑事事件に関し起訴された場合のいずれかに職員が該当

　地方公務員法では、勤務成績が良くない場合、心身の故障により職務遂行に支障がある等の場合、職に必要な
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（1）年次休暇の取得の状況

※1　対象職員数は 28年 28 年12月31日までの全期間を在職した職員数

（年度途中の退職・採用者、育児休業・休職等の事由がある職員並びに派遣職員を除く）

育児休業等の取得者数

28 28

28 28

28 年度中に新たに育児休業を取得した職員の承認期間

28

（3）介護休暇の取得の状況

28 年度介護休暇取得者数 0 人

0人13人 0人

0人

5人

0人

平成

0人

0人

0人 0人12人

0人

1人

0人 0人
1人

うち部分休業
取得者数

５．中能登町職員の服務の状況

7,784

平成

1,312

平均使用日数　B/C総使用日数　B

197人

対象職員数　C

男性職員

女性職員

育児休業
育児休業等
対象者数

１月１日～平成

6.7日

年度に新たに取得可能となった職員平成

16.86%

消化率　B/A

うち育児短時間
勤務取得者数

うち育児休業
取得者数

育児休業については、地方公務員の育児休業等に関する法律及び職員の育児休業等に関する条例に

定められており、3歳に満たない子を養育する職員に認められます。　　　　　　　　

年度の取得者数平成

総付与日数　A

※2 総付与日数には、前年からの繰越分を含む

2年超え
2年6月超え

13人

11人

1人

1人

0人

0人

1人

12人

0人

平成

6月以下

計

男性職員

4月超え

12人

0人

2年6月以下

3月以下

3月超え

0人 0人

4月以下 5月以下

計

うち取得

0人

年度以前から引き続き取得している人数

6月超え 1年超え

0人

12人

0人

0人

1年6月超え

2年以下職員数

区分

0人 0人

17人

1人

※上段は、平成

0人

年に新たに育児休暇を取得した人数、下段は平成

0人

0人

合計

0人

2月超え

0人

介護休暇
承認期間

5月超え

（2）育児休業の取得の状況

1月以下
2月以下

1月を超え

1年以下

12人
0人

11人 0人 0人

1年6月以下

女性職員

0人

平成

部分休業
育児

短時間勤務

年度中に新たに育児休業を取得可能となった職員

0人
0人

5人
0人

17人
0人

0人12人

13人

11人

0人0人
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（1）　研修の概要 （平成 28

職員の研修状況 28 29 年3月31日）

小 計

石 川 県 土 木 部

６．中能登町職員の研修及び勤務成績評定

　地方公務員法第39条の規定により、職員の勤務能率の向上を図るため、町独自の研修会の開催のほか、

年4月1日～平成（ 平成

1人石川県庁

石川県市町村職員研修所、石川県、自治大学校などへの派遣研修を行っています。

派遣研修（長期研修）

年度）

60人

地方公務員法第40条第2項の規定に基づき、能力の実証に基く人事管理体制を確立し、公務の能率的な

機関名

階 層 別 研 修

 (2) 職員の勤務成績の評定状況

研修名 受講者数

そ の 他 研 修

説明能力向上研修、　文書作成力向上研修　等選 択 研 修

研修名 受講者数

評　定　領　域

合 計

監督の有効な指針として、配置換えや昇任等を行い、適材適所の人事配置を図るとともに、職員資質の向上や

・態度（職場規律、協調性、積極性、責任感等）

職場の活性化を図っています。

運営を図るため、職員の執務について総合的に勤務成績の評定を行っています。また、これを職員の指導及び

項目別に5段階の評価を行っている

全職員

初任者研修、新任係長研修　等 29人

評定対象職員

町職員初任者研修 33人

22人

9人

受講者数

市 町 村 職 員 研 修 所

町 独 自 研 修

指導育成の基礎資料

94人

評定結果の反映

勤勉手当成績率・昇給に反映

人事異動（昇任・配置等）の参考

・業績（目標管理／仕事の質・量）

・能力（知能・技能、課題への対応、指導監督力、理解力等）

専 門 実 務 研 修 税務事務研修、工事監理研修　等
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職員の健康診断受診状況 28 29 年3月31日）

 (2) 公務災害補償の状況 28 29 年3月31日）

均等割　　　　1000円

保育園互助会

給料割　　給料の1％

35歳以上の希望する職員

項　　　目

一律　2,500円会員掛金

③ 中能登町及び中能登町保育園互助会事業

地方公務員等共済組合法に基づき、組合員（職員）とその家族の生活の安定と福祉の向上を図り、公務の能率的運営に

掛金・負担金等の状況

会員の福祉の増進や親睦を図ることを目的とし、健康推進、教養に資する事業などを実施しています。

12人

39人

35歳以上の希望する職員 12人

② 職員の医療給付・年金給付

40歳以上の希望する職員

19人

10人

10人

資することを目的として、石川県市町村職員共済組合が事業を実施しています。

人間ドッグ検査

脳ドッグ検査

７．職員の福祉及び利益の保護の状況

肺がん検診（CT)

主な項目

年4月1日～平成

中能登町職員互助会

実施状況

50人

　公務能率の向上を図るため、職員の健康管理、元気回復等の厚生事業を実施しています。

全職員

対象者等

(1) 福利厚生制度の状況

（ 平成

前立腺がん検査 50歳以上の希望する男性職員

肝炎ウィルス検査 40・45・50歳と55歳以上で過去未検査の職員

67人

①職員の健康管理

肺がん検診（喀痰）

定期健康診断

子宮がん検診

乳がん検診 40歳以上の希望する女性職員

35歳以上の希望する職員

大腸がん検診

胃がん検診

40歳以上の希望する職員 78人

82人40歳以上の希望する職員

224/241人（受診率92.9％）

希望する女性職員

7,417千円 2,310千円

0 件 0 件

なしなし

年4月1日～平成

※　平成23年度をもって、公費補助額を廃止しました

平成28年度決算額

０件

公務災害 通勤災害

内　　　　　訳

（ 平成

認定件数

会員一人当たりの公費補助額
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